9　災害対策本部
9-1　災害時対応検討委員会

1. 災害時対応検討委員会の予算

　予算；800,000円

2. 主な活動の記録

(1) 災害時対応検討委員会の開催

　　委員会開催回数：4回

(2) 防災演習の実施

a) 防災演習の実施

平成18年度防災演習は、平成18年9月1日（金）11時00分に中国地方(広島県呉市沖安芸灘)を震源地とする大規模地震により、広島地域にて震度7の地震が発生したとの想定で実施した。災害時行動計画に基づき、中国支部に現地対策本部、本部に災害対策本部、そして中国支部以外の各支部に対策支部を設置することで演習を行った。また、NTT災害用伝言ダイヤルサービスについて、中国支部より本部への災害発生と現地対策本部設置ならびに災害対策本部設置要請の連絡にインターネットと併用して行った。

なお、平成10年度より行っている防災演習の想定災害発生地域(支部)は下表の通りである。
表1　防災演習における想定災害発生支部

	年　度
	想定災害発生支部

	平成10年
	関東支部

	平成11年
	関東支部

	平成12年
	近畿支部

	平成13年
	東北支部

	平成14年
	中部支部

	平成15年
	九州支部

	平成16年
	北海道支部

	平成17年
	中部支部

	平成18年
	中国支部


b) NTT災害用伝言ダイヤルサービスの活用

現行の災害時支援行動の情報伝達システムはパソコンインターネットに拠ることにしているが、危機管理としてパソコン使用不能の場合の連絡手段としてNTT災害用伝言ダイヤルサービス(171番サービス)を活用することとし、平成16年度防災演習におけるテストを踏まえて導入している。
c) 防災演習等の課題

防災演習ならびに協会の防災への取り組みの課題は、以下のとおりである。

① 防災演習メールシステムの改良

② 防災演習メールシステム操作の周知

③ EメールだけでなくFAXなど多重な連絡方法の検討と実施

④ 本部および支部対策員の代理者の選定など対策員名簿の充実
⑤ 災害時に活動支援できる技術者の派遣体制の整備

⑥ 管外支援について派遣費用、派遣先での受け入れ体制の整備

⑦ 他支部の独自演習内容や関係行政機関との協力状況等の紹介

3. 平成19年能登半島地震に対する災害支援活動

　平成19年3月25日(日)9時42分に石川県能登半島沖を震源とするマグニチュード6.9、震度6強の地震が発生し、石川県能登地方を中心に人的被害をはじめ、住宅、公共施設等広範囲にわたって大きな被害をもたらした。このため北陸支部では3月26日に災害対策現地本部を設置し、災害対策支援行動を開始した。これを受けて、協会本部も同日に災害対策本部を設置した。

4. 海外との災害時調査、支援協力について

　海外における地震、津波、洪水などによる災害の調査ならびに支援行動については、以下のとおりである。

① 国内の学会等他機関の活動に協力する。

② 海外のコンサルタント協会との相互支援協定に基づき行動する。

特に②については、その具体化について協定締結国、協定書案の検討を行い、AJCE(日本コンサルティングエンジニア協会)と協力して進めていくことを確認した。

5. 次年度の活動について

1 関東支部管内東京都での災害発生を想定し、防災対策本部を近畿支部に置く防災演習を実施するとともに、防災演習の課題の検討を行う。

2 海外との災害時調査、支援協力、特に海外コンサルタント協会との相互支援協定の締結を進める。

（災害時対応検討委員会委員長　大島　一哉）
